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問１

ＣＦＰ認定者にとって業務を行ううえで留意しなければならないのが、関連業法等の順守です。以

下の設問Ａ～Ｃについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題１）

（設問Ａ）以下の文章は、特定非営利活動法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会のＣＦＰ認

定者のあるべき姿を規範的に示した、「ＣＦＰ認定者の倫理原則」の抜粋である。文章の

空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。

【第３原則】客観性

客観的に専門的サービスを提供しなければならない。

客観的であるためには、知識に基づいた正直さ及び中立性が必要である。ＣＦＰ認定者は、提供

するサービスの内容に関わらず誠実性を守り、（ ア ）を管理して専門家としての健全な判断を

行うことが求められる。

【第５原則】専門家意識

専門家としての模範的な態度で行動しなければならない。

ＣＦＰ認定者は、顧客、同僚及び業務上の関係者に対し、品位と敬意を持って礼儀正しい態度で

接し、関係する規制、規則及び実務要件に従わなければならない。専門家意識を持つＣＦＰ認定

者は、自身で又は他の専門家と共に、（ イ ）及び生活者の利益へ貢献する能力を維持し、向上

させなければならない。

【第７原則】秘密保持

（ ウ ）を保護しなければならない。

顧客の情報は、権限を持つ者だけがアクセスできる方法で保護され、管理されなければならない。

ＣＦＰ認定者は、不適切な情報漏洩の防止について理解することにより、顧客との信用及び信頼

関係を構築することができる。

（ア） （イ） （ウ）

１．業務の遂行状況  ＣＦＰ認定者の地位 顧客のすべての情報

２．業務の遂行状況  職業に対する社会的なイメージ 顧客を特定できる情報

３．利益相反     ＣＦＰ認定者の地位 顧客を特定できる情報

４．利益相反     職業に対する社会的なイメージ 顧客のすべての情報
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（問題２）

（設問Ｂ）著作権法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．共同著作物の著作権は、最初に死亡した著作者の死後７０年を経過するまでの間存続する。

２．著作権はその全部または一部を譲渡することができるが、著作者人格権は譲渡することがで

きない。

３．著作物を複製または利用する場合の出所の明示に当たっては、これに伴って著作者名が明ら

かになる場合および当該著作物が無名のものである場合を除き、当該著作物に表示されてい

る著作者名を示さなければならない。

４．他人の著作物を自分自身や家族などの限られた範囲で使用するために複製する場合、原則と

して著作権者の許諾は必要ない。

（問題３）

（設問Ｃ）消費者契約法に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．事業者とは、法人その他の団体のことをいい、事業のために契約の当事者となる場合におけ

る個人は含まれない。

２．事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除し、または当該

事業者にその責任の有無を決定する権限を付与する消費者契約の条項は、無効とされる。

３．事業者が消費者契約締結の勧誘をする際、消費者契約の目的となるものに関して将来におけ

る変動が不確実な事項につき断定的判断を提供したことにより、消費者が提供された内容を

確実であると誤認して契約した場合、消費者は当該契約を取り消すことができる。

４．事業者に対し、消費者が後見開始、保佐開始または補助開始の審判を受けたことのみを理由

とする解除権を付与する消費者契約の条項は、無効とされる。
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問２

ＣＦＰ認定者にとって、ライフプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集しておくことは

大切です。以下の設問Ａについて、答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題４）

（設問Ａ）厚生労働省が公表した「令和３年度雇用均等基本調査」に基づく次の記述の空欄（ア）～

（ウ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。

・ ２０１９年１０月１日から２０２０年９月３０日までの１年間に在職中に出産した女性のうち、

２０２１年１０月１日までに育児休業を開始した者（育児休業の申出をしている者を含む）の

割合は８５.１％であったが、同期間に配偶者が出産した男性のうち、２０２１年１０月１日ま

でに育児休業を開始した者の割合は約（ ア ）であった。

・ ２０２１年度の女性の「育児休業後復職者（調査前年度１年間に育児休業を終了し、復職した

者）」の育児休業期間は、「（ イ ）」の割合が最も高い。

・ ２０１５年度および２０２１年度の男性の育児休業後復職者の育児休業期間は、下表のとおり

である。２０２１年度における男性の育児休業期間の「３ヵ月～６ヵ月未満」の割合は、

２０１５年度と比べて約（ ウ ）となっているが、依然として、「２週間未満」の割合が５０

％を超えている。

［２０１５年度および２０２１年度の男性の育児休業後復職者の育児休業期間（抜粋）］

５日未満
５日～

２週間未満

２週間～

１ヵ月未満

１ヵ月～

３ヵ月未満

３ヵ月～

６ヵ月未満

２０１５年度 ５６.９％ １７.８％ ８.４％ １２.１％ １.６％

２０２１年度 ２５.０％ ２６.５％ １３.２％ ２４.５％ ５.１％

１．（ア） ７％ （イ）１２ヵ月～１８ヵ月未満 （ウ）２.０２倍

２．（ア） ７％ （イ）１８ヵ月～２４ヵ月未満 （ウ）３.１９倍

３．（ア）１４％ （イ）１２ヵ月～１８ヵ月未満 （ウ）３.１９倍

４．（ア）１４％ （イ）１８ヵ月～２４ヵ月未満 （ウ）２.０２倍
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問３

会社員のパーソナルファイナンスに関する以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、設問Ａ、Ｂについては以下の＜資料＞に基づいて解答してください。

＜資料＞

【収入に関する事項】

◯給与収入（年間・手取り）

宮本 忠雄さん（本人・会社員）：現在４５０万円

宮本 洋子さん（妻・パート）：現在１２０万円

【支出に関する事項】

◯基本生活費：年間３００万円

◯住宅関連費（賃貸マンション）

家賃（管理費等込み）：年間９０万円

◯教育費

長男および二男ともに、小学校および中学校は公立、高校は私立への進学を予定している。

小学校 中学校 高校

公立 公立 私立 公立 私立

年間教育費 ３０万円 ５０万円 １１０万円 ４０万円 ９０万円

入学一時金 － １０万円 ４０万円 １５万円 ３５万円

※キャッシュフロー表の「教育費」について、小学校に入学する年の前年までに記載されている金

額は、保育料である。

◯保険料：年間２４万円

◯自動車関連費

維持費：年間２０万円

買替え：２０３３年に２００万円

車検費用：２０２３年、２０２５年、２０２７年、２０２９年、２０３１年、２０３６年に車検

を行う。費用は１回当たり１０万円

◯その他支出：年間１５万円

◯一時的支出

家族旅行：２０２５年、２０３６年にそれぞれ４０万円

【留意事項】

・ キャッシュフロー表の同一の欄に計上する項目が複数ある場合、それらの合計額に変動率を

適用し算出した金額によること。

・ ＜資料＞の金額はすべて２０２２年（基準年）時点の現在価値である。
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＜現状のキャッシュフロー表＞ （単位：万円）
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

西暦（年） ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９

家
族
・
年
齢

宮本 忠雄 本人 ３５ ３６ ３７ ３８ ３９ ４０ ４１ ４２
   洋子 妻 ３３ ３４ ３５ ３６ ３７ ３８ ３９ ４０
   敏明 長男 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
   隆之 二男 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

ライフイベント 家族旅行

長男

小学校

入学

二男

小学校

入学変動率

収
入

給与収入（本人） １.０％ ４５０ ４５５ ４５９ ４６４ ４６８ ４７３ ４７８ ４８２
給与収入（妻） １.０％ １２０ １２１ １２２ １２４ １２５
一時的収入 ０.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

収入合計 － ５７０ ５７６ ５８１ ５８８ ５９３ ５９９ ６０５ ６１１

支
出

基本生活費 １.０％ ３００ ３０３ ３０６ ３０９ ３１２ ３１５ ３１８ ３２２
住宅関連費 ０.０％ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０
教育費（長男） １.０％ ２５ ２５ ２６ ２６ ３１ ３２ ３２ ３２
教育費（二男） １.０％ ２５ ２５ ２６ ２６ ２６ ２６ ３２ ３２
保険料 ０.０％ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４
自動車関連費 １.０％ ２０ ３０
その他支出 １.０％ １５ １５ １５ １５ １６ １６ １６ １６
一時的支出 １.０％ ０ ０

支出合計 － ４９９ ５１２ ( ア )
年間収支 － ７１ ６４
預貯金等残高 １.０％ ８００ １,３０７

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５
西暦（年） ２０３０ ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７

家
族
・
年
齢

宮本 忠雄 本人 ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０
   洋子 妻 ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８
   敏明 長男 １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
   隆之 二男 ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６

ライフイベント
長男

中学校

入学

自動車

買替え

二男

中学校

入学

長男

高校入学
家族旅行

二男

高校入学
変動率

収
入

給与収入（本人） １.０％ ４８７ ４９２ ４９７ ５０２ ５０７ ５１２ ５１７ ５２２
給与収入（妻） １.０％
一時的収入 ０.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

収入合計 －

支
出

基本生活費 １.０％ ３２５ ３２８ ３３１ ３３５ ３３８ ３４１ ３４５ ３４８
住宅関連費 ０.０％ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０
教育費（長男） １.０％ ３２ ３３
教育費（二男） １.０％ ３２ ３３ ３３
保険料 ０.０％ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４
自動車関連費 １.０％
その他支出 １.０％ １６ １６ １７ １７ １７ １７ １７ １７
一時的支出 １.０％

支出合計 －
年間収支 － ( イ )
預貯金等残高 １.０％
※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。

ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。
※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。
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（問題５）

（設問Ａ）宮本さん夫婦は、将来の資金設計についてＣＦＰ認定者に相談し、キャッシュフロー表を

作成してもらうことにした。現状のキャッシュフロー表中の空欄（ア）、（イ）にあてはまる

金額の組み合わせとして、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、

電卓にて計算すること。

１．（ア）５２１ （イ）４７

２．（ア）５２１ （イ）５８

３．（ア）５６２ （イ）４７

４．（ア）５６２ （イ）５８

（問題６）

（設問Ｂ）宮本さん夫婦は、２０３０年に自宅の購入を検討しており、洋子さんの働き方および保険の

見直しを考えている。そこで、ＣＦＰ認定者は、以下の＜見直しの内容＞を提案し、それ

に伴うキャッシュフロー表を作成した。見直し後のキャッシュフロー表中の空欄（ウ）にあ

てはまる金額として、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては係数表を使用せず、電

卓にて計算すること。

＜見直しの内容＞

・ 洋子さんの給与収入（年間・手取り）

２０３０年から３００万円（現在価値）

・ 住宅関連費

２０３０年に自宅（戸建て）を購入する。

頭金・諸費用：５００万円

住宅ローン：金利年２.０％（全期間固定）

元利均等返済（ボーナス返済なし）

年間返済額１７８万円

債務者は忠雄さんで６８歳時に完済予定

固定資産税等：年間７万円

・ 保険料

２０３１年から年間１２万円

１．１,１６１

２．１,１８６

３．１,１９３

４．１,１９７
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＜見直し後のキャッシュフロー表＞ （単位：万円）
経過年数 基準年 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

西暦（年） ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９

家
族
・
年
齢

宮本 忠雄 本人 ３５ ３６ ３７ ３８ ３９ ４０ ４１ ４２
   洋子 妻 ３３ ３４ ３５ ３６ ３７ ３８ ３９ ４０
   敏明 長男 ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
   隆之 二男 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

ライフイベント 家族旅行

長男

小学校

入学

二男

小学校

入学変動率

収
入

給与収入（本人） １.０％ ４５０ ４５５ ４５９ ４６４ ４６８ ４７３ ４７８ ４８２
給与収入（妻） １.０％ １２０ １２１ １２２ １２４ １２５
一時的収入 ０.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

収入合計 － ５７０ ５７６ ５８１ ５８８ ５９３

支
出

基本生活費 １.０％ ３００ ３０３ ３０６ ３０９ ３１２ ３１５ ３１８ ３２２
住宅関連費 ０.０％ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０
教育費（長男） １.０％ ２５ ２５ ２６ ２６ ３１ ３２ ３２ ３２
教育費（二男） １.０％ ２５ ２５ ２６ ２６ ２６ ２６ ３２ ３２
保険料 ０.０％ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４ ２４
自動車関連費 １.０％ ２０ ３０
その他支出 １.０％ １５ １５ １５ １５ １６ １６ １６ １６
一時的支出 １.０％ ０ ０

支出合計 － ４９９ ５１２
年間収支 － ７１ ６４
預貯金等残高 １.０％ ８００

経過年数 ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５
西暦（年） ２０３０ ２０３１ ２０３２ ２０３３ ２０３４ ２０３５ ２０３６ ２０３７

家
族
・
年
齢

宮本 忠雄 本人 ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８ ４９ ５０
   洋子 妻 ４１ ４２ ４３ ４４ ４５ ４６ ４７ ４８
   敏明 長男 １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８
   隆之 二男 ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６

ライフイベント 自宅購入

長男

中学校

入学

自動車

買替え

二男

中学校

入学

長男

高校入学
家族旅行

二男

高校入学
変動率

収
入

給与収入（本人） １.０％ ４８７ ４９２ ４９７ ５０２ ５０７ ５１２ ５１７ ５２２
給与収入（妻） １.０％
一時的収入 ０.０％ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

収入合計 －

支
出

基本生活費 １.０％ ３２５ ３２８ ３３１ ３３５ ３３８ ３４１ ３４５ ３４８
住宅関連費 ０.０％
教育費（長男） １.０％ ３２ ３３
教育費（二男） １.０％ ３２ ３３ ３３
保険料 ０.０％
自動車関連費 １.０％
その他支出 １.０％ １６ １６ １７ １７ １７ １７ １７ １７
一時的支出 １.０％

支出合計 －
年間収支 －
預貯金等残高 １.０％ ９９６ ( ウ )

※問題作成の都合上、一部空欄にしてある。また、記載されている数値は正しいものとする。
※各項目の計算に当たっては端数を残し、表中に記入の際は万円未満四捨五入したものを使用すること。

ただし、預貯金等残高は各年ごとに端数を残さず、万円未満四捨五入のうえ計算すること。
※収入合計と支出合計、年間収支は表中に記載すべき整数で計算すること。
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（問題７）

（設問Ｃ）会社員の目黒さんは、２０３６年３月末に定年退職する予定である。目黒さんは退職後の生

活資金を準備するため、２０２４年４月１日から資金運用を開始する。退職後は蓄えた資金

と退職一時金を複利運用しながら、３０年間にわたり毎年３月末に一定金額を取り崩して受

け取るほか、住宅のリフォーム費用に充てたいと考えている。以下の＜条件＞に基づく場合、

２０２４年４月１日からの７年間において毎年３月末に積み立てるべき一定金額（最少額）

として、正しいものはどれか。なお、運用益についての税金等は考慮しないものとする。ま

た、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、計算過程で端数が生じた場合は円未満

を四捨五入し、解答に当たっては万円未満を切り上げること。

＜条件＞

・ 用意した貯蓄５００万円（２０２４年３月末時点）を、２０２４年４月１日から２０３６年３

月末までの１２年間、年利１.５％で複利運用する。

・ ２０２４年４月１日からの７年間は、毎年３月末に一定金額を積み立てながら、年利１.０％で

複利運用し、積み立てた金額を２０３１年４月１日からの５年間は、年利２.０％で複利運用す

る。

・ ２０３６年３月末に退職一時金１,０００万円（手取り額）を受け取る。

・ 退職時から３０年間、蓄えた資金と受け取った退職一時金を年利１.０％で複利運用しながら、

毎年３月末に６０万円ずつ取り崩す。

・ 退職時から５年間、年利１.０％で複利運用し、２０４１年３月末にリフォーム資金として４００

万円を取り崩す。
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。

［終価係数］ ［現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

５年 １.０５１ １.０７７ １.１０４ ５年 ０.９５１ ０.９２８ ０.９０６

７年 １.０７２ １.１１０ １.１４９ ７年 ０.９３３ ０.９０１ ０.８７１

１２年 １.１２７ １.１９６ １.２６８ １２年 ０.８８７ ０.８３６ ０.７８８

３０年 １.３４８ １.５６３ １.８１１ ３０年 ０.７４２ ０.６４０ ０.５５２

［年金終価係数］ ［年金現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

５年 ５.１０１ ５.１５２ ５.２０４ ５年 ４.８５３ ４.７８３ ４.７１３

７年 ７.２１４ ７.３２３ ７.４３４ ７年 ６.７２８ ６.５９８ ６.４７２

１２年 １２.６８３ １３.０４１ １３.４１２ １２年 １１.２５５ １０.９０８ １０.５７５

３０年 ３４.７８５ ３７.５３９ ４０.５６８ ３０年 ２５.８０８ ２４.０１６ ２２.３９６

［資本回収係数］ ［減債基金係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

５年 ０.２０６ ０.２０９ ０.２１２ ５年 ０.１９６ ０.１９４ ０.１９２

７年 ０.１４９ ０.１５２ ０.１５５ ７年 ０.１３９ ０.１３７ ０.１３５

１２年 ０.０８９ ０.０９２ ０.０９５ １２年 ０.０７９ ０.０７７ ０.０７５

３０年 ０.０３９ ０.０４２ ０.０４５ ３０年 ０.０２９ ０.０２７ ０.０２５

１．４２万円

２．４４万円

３．４５万円

４．４７万円
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（問題８）

（設問Ｄ）松尾文也さんは２０２９年３月末に、妻の香織さんは２０３３年３月末にそれぞれ定年退職

を迎え、退職一時金を受け取る。松尾さん夫婦は、リタイア後の生活資金等を準備するため、

２０２４年４月１日から資金運用を開始する。香織さんの退職後の２０３３年４月１日以降

は、退職一時金と蓄えた資金を複利運用しながら取り崩して生活費に充てたいと考えている。

以下の＜条件＞に基づく場合、２０４３年４月１日から２０６３年３月末までの２０年間、

毎年３月末に取り崩すことができる一定金額（最大額）として、正しいものはどれか。なお、

運用益についての税金等は考慮しないものとする。また、計算に当たっては、次の係数表を

乗算で使用し、計算過程で端数が生じた場合は円未満を四捨五入し、解答に当たっては万円

未満を切り捨てること。

＜条件＞

［資金運用開始（２０２４年４月１日）から香織さんの退職まで（２０３３年３月末）］

○文也さん

・ 用意した貯蓄２００万円（２０２４年３月末時点）を、２０２４年４月１日から２０３３

年３月末までの９年間、年利１.５％で複利運用する。

・ ２０２４年４月１日から２０２９年３月末までの５年間、毎年３月末に３０万円を積み立

てながら、年利１.５％で複利運用し、この積み立てた金額と２０２９年３月末に受け取る

退職一時金１,１００万円（手取り額）の合計額を２０２９年４月１日から２０３３年３月

末までの４年間、年利２.０％で複利運用する。

○香織さん

・ ２０２４年４月１日から２０３３年３月末までの９年間、毎年３月末に４０万円を積み立

てながら、年利１.０％で複利運用する。

・ ２０３３年３月末に退職一時金１,３００万円（手取り額）を受け取る。

［香織さんの退職後（２０３３年４月以降）］

・ 香織さんの退職後の２０３３年４月１日から２０４３年３月末までの１０年間、香織さんの

退職一時金１,３００万円（手取り額）と上記の夫婦で蓄えた資金の合計額を年利１.５％で

複利運用しながら、毎年３月末に１５０万円ずつ取り崩す。

・ ２０４３年４月１日から２０６３年３月末までの２０年間、蓄えた資金を年利１.０％で複利

運用しながら、毎年３月末に一定金額を取り崩す。
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＜係数表＞ ※係数表の数値は正しいものとする。

［終価係数］ ［現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

４年 １.０４１ １.０６１ １.０８２ ４年 ０.９６１ ０.９４２ ０.９２４

５年 １.０５１ １.０７７ １.１０４ ５年 ０.９５１ ０.９２８ ０.９０６

９年 １.０９４ １.１４３ １.１９５ ９年 ０.９１４ ０.８７５ ０.８３７

１０年 １.１０５ １.１６１ １.２１９ １０年 ０.９０５ ０.８６２ ０.８２０

２０年 １.２２０ １.３４７ １.４８６ ２０年 ０.８２０ ０.７４２ ０.６７３

［年金終価係数］ ［年金現価係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

４年 ４.０６０ ４.０９１ ４.１２２ ４年 ３.９０２ ３.８５４ ３.８０８

５年 ５.１０１ ５.１５２ ５.２０４ ５年 ４.８５３ ４.７８３ ４.７１３

９年 ９.３６９ ９.５５９ ９.７５５ ９年 ８.５６６ ８.３６１ ８.１６２

１０年 １０.４６２ １０.７０３ １０.９５０ １０年 ９.４７１ ９.２２２ ８.９８３

２０年 ２２.０１９ ２３.１２４ ２４.２９７ ２０年 １８.０４６ １７.１６９ １６.３５１

［資本回収係数］ ［減債基金係数］

期間 １.０％ １.５％ ２.０％ 期間 １.０％ １.５％ ２.０％

４年 ０.２５６ ０.２５９ ０.２６３ ４年 ０.２４６ ０.２４４ ０.２４３

５年 ０.２０６ ０.２０９ ０.２１２ ５年 ０.１９６ ０.１９４ ０.１９２

９年 ０.１１７ ０.１２０ ０.１２３ ９年 ０.１０７ ０.１０５ ０.１０３

１０年 ０.１０６ ０.１０８ ０.１１１ １０年 ０.０９６ ０.０９３ ０.０９１

２０年 ０.０５５ ０.０５８ ０.０６１ ２０年 ０.０４５ ０.０４３ ０.０４１

１． ９８万円

２．１０３万円

３．１１３万円

４．１１９万円
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問４

住宅取得や教育に係る資金設計等に関する以下の設問Ａ～Ｆについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。

（問題９）

（設問Ａ）大地さんは、住宅ローンの借換えを検討しており、ＣＦＰⓇ認定者に相談した。以下の＜現

在の住宅ローン＞について、借入れから９年経過した時点（返済回数１０８回終了後）で、

＜借換え後の住宅ローン＞に借換えを行った場合、借換え後の返済回数１回目の元利合計返

済額として、正しいものはどれか。なお、借換えに要する諸費用等については考慮しないも

のとする。また、計算に当たっては、次の係数表を乗算で使用し、端数が生じた場合、計算

過程、解答ともに円未満を四捨五入すること。

＜現在の住宅ローン＞

借 入 額：３,７８０万円

金  利：年１.７０％（全期間固定）

返済期間：３５年（返済回数４２０回）

返済方法：元金均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）

＜借換え後の住宅ローン＞

借 入 額：＜現在の住宅ローン＞の返済回数１０８回目終了後の残高

金  利：年１.２０％（全期間固定）

返済期間：２５年（返済回数３００回）

返済方法：元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）



2023年度第1回 ライフプランニング・リタイアメントプランニング

15ライフプランニング・リタイアメントプランニング ＮＰＯ法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 無断複製転載禁止

＜係数表（１ヵ月用)＞ ※係数表の数値は正しいものとする。

［終価係数］ ［現価係数］

期間 １.２０％ １.７０％ 期間 １.２０％ １.７０％

９年 １.１１３９９ １.１６５２０ ９年 ０.８９７６８ ０.８５８２２

２５年 １.３４９６６ １.５２９１３ ２５年 ０.７４０９３ ０.６５３９７

２６年 １.３６５９４ １.５５５３３ ２６年 ０.７３２１０ ０.６４２９５

３５年 １.５２１６４ １.８１２２７ ３５年 ０.６５７１８ ０.５５１７９

［年金終価係数］ ［年金現価係数］

期間 １.２０％ １.７０％ 期間 １.２０％ １.７０％

９年 １１３.９８７６３ １１６.６１０９３ ９年 １０２.３２３９６ １００.０７８１４

２５年 ３４９.６５６４８ ３７３.５０３８５ ２５年 ２５９.０７０７２ ２４４.２５８９８

２６年 ３６５.９４１７３ ３９１.９９７０７ ２６年 ２６７.９０４３５ ２５２.０３４７９

３５年 ５２１.６４２１９ ５７３.３６５４４ ３５年 ３４２.８１５２８ ３１６.３８０１０

［資本回収係数］ ［減債基金係数］

期間 １.２０％ １.７０％ 期間 １.２０％ １.７０％

９年 ０.００９７７ ０.００９９９ ９年 ０.００８７７ ０.００８５８

２５年 ０.００３８６ ０.００４０９ ２５年 ０.００２８６ ０.００２６８

２６年 ０.００３７３ ０.００３９７ ２６年 ０.００２７３ ０.００２５５

３５年 ０.００２９２ ０.００３１６ ３５年 ０.００１９２ ０.００１７４

１． ８０,３０９円

２．１０８,３８９円

３．１１２,６２０円

４．１１６,２０６円
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（問題１０）

（設問Ｂ）中井さん（会社員・年収６００万円）は住宅の購入を計画しており、ＣＦＰ認定者に以下

の＜条件＞に基づくシミュレーションを依頼した。このシミュレーションにおける購入可能

な物件価格の上限として、正しいものはどれか。なお、計算過程で端数が生じた場合は円未

満を四捨五入し、住宅ローンの借入額および物件価格については１０万円未満を切り捨てる

こと。また、消費税および贈与税は考慮しないものとする。

＜条件＞

・ 用意した住宅購入資金５００万円と母から贈与される２００万円を住宅の購入に充てる。これ

らの資金で不足する分について住宅ローンを利用する。

・ 住宅ローンの借入額については、年間元利合計返済額が現在の年収の１５％となるようにする。

・ 住宅ローンの条件は、金利年１.６０％（全期間固定）、返済期間３０年（返済回数３６０回）、

元利均等返済、毎月返済のみ（ボーナス返済なし）とする。

・ 借入額１００万円当たりの毎月の元利合計返済額は３,４９９円とする。

・ 住宅購入のための諸費用は物件価格の１１％とし、上記で準備した資金の中から充てるものと

する。

１．１,９２０万円

２．２,５５０万円

３．２,６２０万円

４．２,８４０万円
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（問題１１）

（設問Ｃ）住宅ローンの「フラット３５」に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．ボーナス払いを併用する場合、ボーナス払いの借入額は借入総額の３５％以内とされている。

２．借入対象となる住宅がマンションである場合、住戸の専有部分の床面積が４０ｍ2以上であ

ることが要件である。

３．建設または購入する住宅に係る登録免許税は借入対象となるが、登記のために支払った司法

書士報酬や土地家屋調査士報酬は借入対象とならない。

４．借入対象となる住宅および土地について共有名義にする場合、融資を申し込む本人の共有持

分の割合は問われない。

（問題１２）

（設問Ｄ）日本政策金融公庫の教育一般貸付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．教育資金融資保証基金の保証を受ける場合、保証金額（借入金額）と返済期間および元金据

置期間に応じた保証料が融資金から差し引かれる。

２．返済期間の上限は１５年であるが、母子家庭、父子家庭および交通遺児家庭の場合は１８年

である。

３．融資金の使途として、教科書代、教材費、パソコン購入費、通学費用のほか、学生の国民年

金保険料も認められている。

４．在学期間中は元金の返済を据え置き、利息のみの支払いとすることもできるが、この場合の

元金据置期間は返済期間に含まれる。

（問題１３）

（設問Ｅ）日本学生支援機構の貸与型奨学金の返還困難な事情が生じた場合に利用できる制度に関する

次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．所得連動返還方式を選択している場合、減額返還制度を利用することはできない。

２．大学在学中に奨学金を辞退した場合、在学猶予願を届け出ることにより、原則として卒業予

定年月まで返還期限が猶予される。

３．返還期限猶予制度は、通算して１０年（１２０ヵ月）まで利用することができるが、猶予期

間に応じて利子が増えるため、返還予定総額も増えることとなる。

４．減額返還制度は、通算して１５年（１８０ヵ月）まで利用することができるが、利子を含む

返還予定総額は変わらない。
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（問題１４）

（設問Ｆ）貸金業法の総量規制に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．総量規制の基準となる定期的な収入には、個人が事業として行う不動産の賃貸収入は含まれ

ない。

２．総量規制の基準となる年収には、配偶者の同意が得られた場合でも、当該配偶者の年収を含

めることはできない。

３．年収３００万円の人について、貸金業者Ａからの借入残高が１００万円の場合、貸金業者Ｂ

から１００万円を新たに借り入れることができる。

４．自動車の購入に必要な資金の貸付けで、当該自動車が譲渡により担保の目的となっている貸

付けは、総量規制の対象となる。
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問５

働き方とその関連法令に関する以下の設問Ａ～Ｈについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選

んでください。

（問題１５）

（設問Ａ）労働基準法に基づく労働時間に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．常時１０人未満の労働者を使用する小売業は、特例措置対象事業場として、所定労働時間を

週４４時間、１日について７時間２０分の週６日勤務とすることができる。

２．変形労働時間制には、「１ヵ月単位の変形労働時間制」「１年単位の変形労働時間制」「１週

間単位の非定型的変形労働時間制」「フレックスタイム制」がある。

３．フレックスタイム制を採用した場合の清算期間は、３ヵ月以内である。

４．１週間単位の非定型的変形労働時間制を導入し、所定労働時間を１日１０時間、週４０時間

とする場合、労働基準監督署に届出をする必要はない。

（問題１６）

（設問Ｂ）労働基準法に基づく年次有給休暇に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．使用者は、年次有給休暇の基準日から１年以内の期間に、労働者ごとに時季を指定して、そ

の基準日における付与日数の半数の年次有給休暇を取得させなければならない。

２．年次有給休暇を行使できる権利は、これを行使することができる時から２年間行使しない場

合、時効により消滅する。

３．週の所定労働日数が４日以下または年間の所定労働日数が２１６日以下、かつ、週の所定労

働時間が２０時間未満であり雇用保険の被保険者とならない労働者は、年次有給休暇を取得

することができない。

４．年次有給休暇は、労使協定で定めることにより、年１０日を上限として、時間単位で取得す

ることができる。
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（問題１７）

（設問Ｃ）ＺＲ株式会社で働いている柴田さんは、最低賃金法における最低賃金と比較するため、自身

の２０２３年４月分の賃金を計算してみることにした。以下の＜資料＞に基づく最低賃金の

対象となる時間当たりに換算した賃金額として、正しいものはどれか。

＜資料＞

［柴田さんに支払われた２０２３年４月分の賃金］

基本給 １５５,０００円 月給制

皆勤手当 １５,０００円 月給制、無欠勤の場合に支給

資格手当 １０,０００円 月給制、業務に必要な資格保有者に支給

時間外手当 ３０,０００円 割増賃金を含む

通勤手当 ５,０００円

合計 ２１５,０００円

※柴田さんは、２０２３年４月に欠勤および早退等はしていない。

※上記以外に賃金の支払いはない。

［柴田さんの労働条件］

年間所定労働日数：２５０日

１日の所定労働時間：７時間３０分

［時間当たりに換算した賃金額の計算方法］

月給制の場合：（賃金月額×１２ヵ月）÷（年間所定労働日数×１日の所定労働時間）

１． ９９２円

２．１,０５６円

３．１,１５２円

４．１,３７６円
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（問題１８）

（設問Ｄ）ＰＡ株式会社に勤務する生駒さんは、２０２３年５月に業務上の災害により負傷し、同月中

に療養のため休業した。以下の＜資料＞に基づき、生駒さんが受給することができる労働者

災害補償保険の休業補償給付の総額として、正しいものはどれか。なお、休業特別支給金は

考慮せず、休業補償給付の支給要件はすべて満たしているものとする。また、解答に当たっ

ては、給付基礎日額は円未満を切り上げ、休業補償給付日額は円未満を切り捨てること。

＜資料＞

［生駒さんの２０２３年２月から４月までの給与等の状況］

支払月 総日数 実出勤日数 基本給 時間外手当 通勤手当

２月 ２８日 １９日 ２８０,０００円 １０,０００円 ２０,０００円

３月 ３１日 ２２日 ２８０,０００円 ４０,０００円 ２０,０００円

４月 ３０日 ２０日 ３００,０００円 ２０,０００円 ２０,０００円

合計 ８６０,０００円 ７０,０００円 ６０,０００円

※上記に記載のないものの支給はなく、賃金締切日は月の末日であるものとする。

※ＰＡ社の公休日は、土曜日・日曜日・祝日である。

［生駒さんのデータ］

・ 休業期間は、２０２３年５月１日から５月３１日までの３１日間。

・ 休業期間における賃金の支払いはなく、私傷病による休暇は取得していない。

・ 複数事業労働者ではなく、同一の支給事由に基づく障害厚生年金等は受給していない。

［給付基礎日額の計算式］

給付基礎日額＝
算定事由発生日以前３ヵ月間の賃金総額

その３ヵ月間の総日数

１．１８６,８７２円

２．２０６,８９４円

３．３１１,４７２円

４．３４４,８４４円
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（問題１９）

（設問Ｅ）ＱＸ株式会社に勤務する飯田さんは、２０２３年１０月末日に６０歳の定年を迎えた後も同

社の継続雇用制度を利用して６５歳まで働き続けたいと考えている。以下の＜資料＞に基づ

いて計算した飯田さんの雇用保険の高年齢雇用継続基本給付金の支給額として、正しいもの

はどれか。なお、記載のない事項については、高年齢雇用継続基本給付金の支給要件を満た

しているものとする。また、賃金低下率は表示単位の小数点以下第３位を四捨五入、支給額

は円未満を切り捨てるものとする。

＜資料＞

［飯田さんのデータ］

６０歳到達時の賃金月額：５００,０００円

支給対象月に支払われた賃金額：３０２,０００円

［高年齢雇用継続基本給付金の支給額の計算式］

・ 賃金低下率（※）が６１％未満の場合

支給額＝支給対象月に支払われた賃金額×１５％

・ 賃金低下率（※）が６１％以上７５％未満の場合

支給額＝－
１８３

２８０
×支給対象月に支払われた賃金額＋

１３７.２５

２８０
×６０歳到達時の賃金月額

（※）賃金低下率（％）＝
支給対象月に支払われた賃金額

６０歳到達時の賃金月額
×１００

［高年齢雇用継続基本給付金の限度額等］

賃金月額の上限額 ４７８,５００円

支給限度額 ３６４,５９５円

最低限度額 ２,１２５円

１． ２,１２５円

２．３７,１７１円

３．４５,３００円

４．４７,７１０円
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（問題２０）

（設問Ｆ）ＺＧ株式会社に入社して８年目の野村さん（３３歳）は、２０２３年３月に退職し、雇用保

険の教育訓練給付の支給対象となる講座を受講することを検討している。野村さんの教育訓

練給付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、野村さんは入社以来継続

して雇用保険の一般被保険者であり、これまで教育訓練給付金を受給したことはない。

１．被保険者資格を喪失後に一般教育訓練給付金を受給するためには、資格喪失日から２年以内

に対象講座の受講を開始しなければならない。

２．対象講座の入学料は、教育訓練給付金の支給対象となる教育訓練経費に該当しない。

３．一般教育訓練給付金の支給額の上限は２０万円である。

４．一般教育訓練給付金の支給を受ける場合、一般教育訓練を修了した日の翌日から起算して１

ヵ月以内に、教育訓練給付金支給申請書を管轄公共職業安定所の長に提出しなければならな

い。

（問題２１）

（設問Ｇ）育児・介護休業法に基づく出生時育児休業および雇用保険法に基づく出生時育児休業給付金

に関する次の記述の空欄（ア）～（エ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切な

ものはどれか。

・ 育児休業のうち、出生時育児休業（産後パパ育休）は、子の「出生日または出産予定日のうち

いずれか早い日」から「出生日または出産予定日のうちいずれか遅い日から（ ア ）を経過

する日の翌日」までの期間内に（ イ ）の範囲で、（ ウ ）取得することができる。

・ 出生時育児休業を取得した雇用保険の被保険者は、一定の要件を満たすことで、休業を取得し

た日数分、休業開始時賃金日額に（ エ ）を乗じた額の出生時育児休業給付金を受け取るこ

とができる。

１．（ア）６週間 （イ）２週間 （ウ）１回に限り    （エ）６７％

２．（ア）６週間 （イ）４週間 （ウ）２回まで分割して （エ）５０％

３．（ア）８週間 （イ）２週間 （ウ）１回に限り    （エ）５０％

４．（ア）８週間 （イ）４週間 （ウ）２回まで分割して （エ）６７％
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（問題２２）

（設問Ｈ）育児・介護休業法に基づく介護休業および雇用保険法に基づく介護休業給付金に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載のない事項については、介護休業を取

得する要件を満たしているものとする。

１．介護休業および介護休業給付金の対象家族は、配偶者、父母、子、祖父母、兄弟姉妹、孫、

配偶者の父母であり、介護をする労働者との同居は要件とされていない。

２．対象家族について介護休業を取得し、介護休業給付金を通算９３日分受給した後に、別の対

象家族が要介護状態となったことにより介護休業を取得する場合、別途通算９３日までの休

業について介護休業給付金を受給することができる。

３．要介護状態とは、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、２週間以上の期間

にわたり常時介護を必要とする状態をいう。

４．介護休業期間中に賃金が支払われなかった場合の介護休業給付金の額は、支給単位期間ごと

に、休業開始時賃金日額に支給日数を乗じた額の１００分の５０に相当する額である。



ライフプランニング・リタイアメントプランニング 2023年度第1回

26ＮＰＯ法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 無断複製転載禁止 ライフプランニング・リタイアメントプランニング

問６

社会保険の適用や給付等に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ

選んでください。

（問題２３）

（設問Ａ）個人事業主の小坂亮介さんは、妻と子の３人でＫＸ市に居住している。以下の＜資料＞に基

づく亮介さんが支払う２０２３年度分の国民健康保険料の世帯合計額（年額）として、正し

いものはどれか。なお、保険料の減免措置の適用はないものとする。また、計算に当たって

は、医療分、後期高齢者支援金等分、介護分のそれぞれの世帯合計額について、百円未満の

端数を切り捨てること。

＜資料＞

［小坂家のデータ］

氏名 続柄 年齢 備考

小坂 亮介 本人（世帯主） ４２歳 前年の総所得金額（事業所得）６２０万円

小坂 理恵 妻 ３８歳 前年の総所得金額（給与所得）９０万円

小坂 美緒 長女 １４歳 中学生（所得なし）

※上記のほかに収入はない。

※家族３人は同一世帯であり、３人はそれぞれＫＸ市の国民健康保険の被保険者である。

［ＫＸ市の国民健康保険料（年額）］

所得割の算定基礎額＝前年の総所得金額等－基礎控除額４３万円

項目 所得割 均等割（１人当たり）

医療分 ７.１６％ ４２,１００円

後期高齢者支援金等分 ２.２８％ １３,２００円

介護分 ２.２９％ １６,６００円

※医療分と後期高齢者支援金等分は、すべての被保険者について賦課される。介護分は、４０歳以

上６５歳未満の被保険者について賦課される。

※限度額については考慮しないものとする。

１．９０３,５００円

２．９１４,２００円

３．９３０,８００円

４．９９４,５００円
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（問題２４）

（設問Ｂ）ＴＢ株式会社に勤務する羽田さんに支給される２０２３年４月から７月までの給与等が以下

の＜資料＞のとおりである場合、羽田さんの健康保険および厚生年金保険の標準報酬月額の

定時決定および随時改定に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる語句の組み合

わせとして、正しいものはどれか。

＜資料＞

［２０２３年４月から７月までの給与等の支払状況］ （単位：円）

基本給 通勤手当 在宅勤務手当

４月支給分 ２２０,０００ ３０,０００ －

５月支給分 ２２４,０００ － ５,０００

６月支給分 ２２４,０００ － ５,０００

７月支給分 ２２４,０００ － ５,０００

※２０２３年３月の標準報酬月額は、２６０,０００円である。

※ＴＢ社の昇給は、年１回４月に行われ、５月支給分から反映される。

※在宅勤務となったことから、２０２３年５月支給分より在宅勤務手当が毎月支給され、毎月支給

されていた通勤手当は不支給となった。

※上記に記載のないものの支給はない。また、２０２３年４月支給分から７月支給分について、報

酬の支払基礎日数は、いずれの月も１７日以上であるものとする。

※羽田さんは、資格取得時決定、育児休業等終了時改定および産前産後休業終了時改定の対象者で

はない。

［標準報酬月額等級表］ （単位：円）

標準報酬 報酬月額

健康保険等級 厚生年金保険等級 月額 以上 未満

１７ １４ ２００,０００ １９５,０００～２１０,０００

１８ １５ ２２０,０００ ２１０,０００～２３０,０００

１９ １６ ２４０,０００ ２３０,０００～２５０,０００

２０ １７ ２６０,０００ ２５０,０００～２７０,０００

２１ １８ ２８０,０００ ２７０,０００～２９０,０００

羽田さんは、（ ア ）から（ イ ）により、標準報酬月額が（ ウ ）となる。

１．（ア）８月 （イ）随時改定 （ウ）２２０,０００円

２．（ア）８月 （イ）定時決定 （ウ）２４０,０００円

３．（ア）９月 （イ）随時改定 （ウ）２４０,０００円

４．（ア）９月 （イ）定時決定 （ウ）２２０,０００円



ライフプランニング・リタイアメントプランニング 2023年度第1回

28ＮＰＯ法人日本ファイナンシャル・プランナーズ協会 無断複製転載禁止 ライフプランニング・リタイアメントプランニング

（問題２５）

（設問Ｃ）平尾健太さんは、妻の光子さんと母の雅江さんの３人でＰＺ市に居住している（同一世帯で

ある）。以下の＜資料＞に基づく平尾さん一家の２０２３年度分の介護保険料（年額）の合

計額として、正しいものはどれか。

＜資料＞

［平尾さん一家のデータ］

氏名 続柄 年齢 前年（２０２２年）の収入 市民税

平尾 健太
本人

(世帯主)
７０歳

・ 老齢基礎年金および老齢厚生年金 １９０万円

・ 個人年金 １００万円

※個人年金は健太さんが保険料負担者かつ被保険者で

あり、必要経費は９０万円である。

課税

平尾 光子 妻 ６９歳 ・ 老齢基礎年金および老齢厚生年金 １１０万円 非課税

平尾 雅江 母 ９１歳
・ 老齢基礎年金 ５５万円

・ 遺族厚生年金 ８０万円
非課税

※公的年金等控除額は３人とも１１０万円であり、上記のほかに収入はない。

［ＰＺ市の介護保険第１号被保険者の所得段階別保険料（一部抜粋）］

所得段階 対象となる人
介護保険料

（年額）

第１段階

生活保護を受給している人、または世帯全員が市民税非課税で老

齢福祉年金を受給している人
基準額×０.２５

世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその他

の合計所得金額の合計が８０万円以下の人

第２段階
世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその他

の合計所得金額の合計が８０万円を超え１２０万円以下の人
基準額×０.３５

第３段階
世帯全員が市民税非課税で本人の前年の課税年金収入額とその他

の合計所得金額の合計が１２０万円を超える人
基準額×０.６５

第４段階

本人が市民税非課税で、世帯の中に市民税課税者がおり、本人の

前年の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計額が８０万

円以下の人

基準額×０.８０

第５段階

本人が市民税非課税で、世帯の中に市民税課税者がおり、本人の

前年の課税年金収入額とその他の合計所得金額の合計額が８０万

円を超える人

基準額

（６９,０００円）

第６段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円未満の人 基準額×１.１０

第７段階
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１２０万円以上

１９０万円未満の人
基準額×１.２５

第８段階
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が１９０万円以上

２９０万円未満の人
基準額×１.４０

第９段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が２９０万円以上の人 基準額×１.６０

※表中の「課税年金収入額」とは、市民税が課税される公的年金等の収入金額である。

※合計所得金額に対する調整は考慮しないものとする。
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１．２００,１００円

２．２１０,４５０円

３．２１３,９００円

４．２２４,２５０円

（問題２６）

（設問Ｄ）以下の＜資料＞に基づく志賀さん（６６歳）の老齢厚生年金の年金額の改定に関する次の記

述のうち、最も適切なものはどれか。

＜資料＞

［志賀さんのデータ］

・ ２３歳から継続してＹＸ社に勤務し、６０歳の定年後も継続雇用制度を利用して勤務している。

・ 厚生年金保険の被保険者であり、在職老齢年金を受給している。

・ ６０歳から老齢厚生年金を繰上げ受給している。

１．志賀さんの老齢厚生年金の年金額は、退職または７０歳に達するまで改定されない。

２．志賀さんの老齢厚生年金の年金額は、毎年９月分から改定される。

３．志賀さんの老齢厚生年金の年金額は、毎年１０月分から改定される。

４．志賀さんの老齢厚生年金の年金額は、繰上げ受給しているため７０歳に達するまで改定され

ない。

（問題２７）

（設問Ｅ）健康保険および厚生年金保険における適用事業所に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。

１．従業員１人を常時使用する強制適用事業所ではない個人の事業所の事業主が法人を設立し、

法人の事業所として事業を始めた場合、その法人の事業所は強制適用事業所とされる。

２．個人の事業所であって常時使用する従業員が６人の弁護士事務所は強制適用事業所とされな

いが、厚生労働大臣の認可を受けることにより適用事業所となることができる。

３．強制適用事業所ではない個人の事業所は、被保険者となるべき従業員の２分の１以上の同意

があれば、厚生労働大臣の認可を受けることにより適用事業所となることができる。

４．強制適用事業所に該当する個人の事業所が、従業員の退職により常時使用する従業員が５人

未満となったときは、任意適用事業所の認可があったものとみなされる。
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問７

全国健康保険協会管掌健康保険（以下「協会けんぽ」という）に関する以下の設問Ａ～Ｄについて、

それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題２８）

（設問Ａ）協会けんぽの任意継続被保険者に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．任意継続被保険者になるためには、被保険者資格喪失日の前日まで継続して２年以上被保険

者であったことが必要である。

２．任意継続被保険者の保険料は、原則として退職前１年間の標準報酬月額の平均額に基づいて

算定される。

３．任意継続被保険者には、資格喪失後の継続給付を除き、傷病手当金および出産手当金は支給

されない。

４．任意継続被保険者となった場合、国民健康保険に加入するという理由で資格を喪失すること

はできない。

（問題２９）

（設問Ｂ）協会けんぽの被保険者資格喪失後の給付に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。なお、記載のない事項については、支給要件を満たしているものとし、被保険者期間に

ついては、任意継続被保険者ではないものとする。

１．被保険者資格喪失日の前日まで継続して１年以上被保険者であった人は、傷病手当金、出産

手当金の継続給付を受けることができる。

２．傷病手当金の継続給付は、退職日から１年６ヵ月を限度に支給される。

３．出産手当金の支給を受けている被保険者が退職日に出勤した場合、出産手当金の継続給付を

受けることはできない。

４．傷病手当金または出産手当金の継続給付を受けていた人が、その給付を受けなくなった日か

ら３ヵ月以内に死亡した場合、埋葬料または埋葬費が支給される。
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（問題３０） 
 

（設問Ｃ）協会けんぽの被保険者である倉田さんは、私傷病により労務不能となって、２０２３年４月

に１５日間欠勤し、傷病手当金を請求した。以下の＜資料＞に基づき、倉田さんが受給でき

る傷病手当金の合計額として、正しいものはどれか。なお、倉田さんは傷病手当金の支給要

件をすべて満たしているものとし、欠勤日については、役職手当、通勤手当以外の報酬等は

支払われないものとする。 

 

＜資料＞ 
 

［倉田さんの２０２３年４月の勤務状況］ 

日 月 火 水 木 金 土 

      
 １  
公休日 

 ２  
公休日 

３ 
○出勤 

４ 
×欠勤 

５ 
×欠勤 

６ 
○出勤 

７ 
×欠勤 

 ８  
公休日 

 ９  
公休日 

１０ 
×欠勤 

１１ 
×欠勤 

１２ 
×欠勤 

１３ 
×欠勤 

１４ 
×欠勤 

 １５  
公休日 

 １６  
公休日 

１７ 
×欠勤 

１８ 
×欠勤 

１９ 
×欠勤 

２０ 
×欠勤 

２１ 
×欠勤 

 ２２  
公休日 

 ２３  
公休日 

２４ 
×欠勤 

２５ 
×欠勤 

２６ 
○出勤 

２７ 
○出勤 

２８ 
○出勤 

 ２９  
公休日 

 ３０  
公休日 

      

 

［標準報酬月額］ 

２０２１年４月～２０２２年８月の標準報酬月額：２６０,０００円 

２０２２年９月～２０２３年４月の標準報酬月額：２８０,０００円 

 

［支払われた手当（月額）］ 

役職手当：１５,０００円 

通勤手当：１２,０００円 

 

［傷病手当金の１日当たりの額の計算式（円未満四捨五入）］ 

支給開始月以前の直近の継続した１２ヵ月間の各月の標準報酬月額の平均額×
１

 ３０ 
×

２

 ３ 
 

 

 

１．８２,７６８円 

２．８３,４０８円 

３．９７,１６８円 

４．９７,８０８円 

  

１０円未満四捨五入 
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（問題３１）

（設問Ｄ）会社員の加瀬さん（５１歳）は、２０２３年１月に体調を崩し、ＰＴ病院に入院した。加瀬

さんの医療費および自己負担額等が以下の＜資料＞のとおりである場合、２０２３年１月か

ら５月までの協会けんぽの高額療養費の支給額の合計として、正しいものはどれか。

＜資料＞

［加瀬さんのデータ］

・ 協会けんぽの被保険者であり、健康保険の被扶養者はいない。

・ 標準報酬月額は５６万円である。

・ ｢健康保険限度額適用認定証」の提示はしていないものとする。

［加瀬さんの２０２３年の医療費等］

１月 ２月 ３月 ４月 ５月

医療費 ７０万円 ５０万円 ６０万円 ７０万円 ６０万円

自己負担額 ２１万円 １５万円 １８万円 ２１万円 １８万円

※２０２２年中においては、医療費は発生していないものとする。

※医療費はすべて同一の医療機関における同一の診療科での入院についてのものとする。

※入院時の食事代や差額ベッド代等の記載のない事項については考慮しないものとする。

※特定疾病に係る高額療養費の支給はないものとする。

［７０歳未満の高額療養費に係る自己負担限度額（月額)］

・ 所得区分「標準報酬月額５３万円～７９万円」

１６７,４００円＋（医療費－５５８,０００円）×１％

多数回該当 ９３,０００円

１．１０６,７２０円

２．１８１,５４０円

３．２５７,３６０円

４．３３２,１８０円
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問８

公的年金制度の仕組みや受給額等に関する以下の設問Ａ～Ｉについて、それぞれの答えを１～４の中

から１つ選んでください。なお、解答に当たっては、以下の計算式等を使用してください。また、年金

額の計算に当たっては、計算過程、解答ともに円未満を四捨五入してください。以下、厚生年金保険を

「厚生年金」とします。

［第１号厚生年金被保険者期間に基づく老齢厚生年金の支給開始年齢（一部抜粋）］

生年月日
男子 女子

定額部分 報酬比例部分 定額部分 報酬比例部分

昭２９.４.２～昭３０.４.１ － ６１歳 － ６０歳
昭３０.４.２～昭３１.４.１ － ６２歳 － 〃
昭３１.４.２～昭３２.４.１ － 〃 － 〃
昭３２.４.２～昭３３.４.１ － ６３歳 － 〃
昭３３.４.２～昭３４.４.１ － 〃 － ６１歳
昭３４.４.２～昭３５.４.１ － ６４歳 － 〃
昭３５.４.２～昭３６.４.１ － 〃 － ６２歳
昭３６.４.２～昭３７.４.１ － （６５歳） － 〃
昭３７.４.２～昭３８.４.１ － 〃 － ６３歳
昭３８.４.２～昭３９.４.１ － 〃 － 〃
昭３９.４.２～昭４０.４.１ － 〃 － ６４歳
昭４０.４.２～昭４１.４.１ － 〃 － 〃

昭４１.４.２以降 － 〃 － （６５歳）

［特別支給の老齢厚生年金の計算式］

（１）定額部分：１,６２１円×被保険者期間の月数（上限４８０月）

（２）報酬比例部分：（ア）＋（イ）

（ア）２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分

平均標準報酬月額 ×
７.１２５

１０００
×

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数

（イ）２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分

平均標準報酬額 ×
５.４８１

１０００
×

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数

［経過的加算の額の計算式］

定額部分相当額－７７７,８００円×
２０歳以上６０歳未満の間の厚生年金被保険者期間の月数

４８０月

［老齢厚生年金の配偶者の加給年金額］ ３８８,９００円

［老齢基礎年金の満額］ ７７７,８００円

［老齢基礎年金の振替加算額（一部抜粋）］

受給権者の生年月日 振替加算額

１９６０（昭和３５）年４月２日～１９６１（昭和３６）年４月１日 ２０,８１３円

１９６１（昭和３６）年４月２日～１９６６（昭和４１）年４月１日 １４,９９５円
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（問題３２）

（設問Ａ）会社員の青山春子さんが６３歳に達する日に会社を退職する場合、以下の＜資料＞に基づく

春子さんが退職時点において受け取ることができる特別支給の老齢厚生年金の額として、正

しいものはどれか。

＜資料＞

［青山さん夫婦のデータ］

氏名 続柄 備考

青山 春子 本人

・ １９６２（昭和３７）年５月２０日生まれ（６１歳）

・ １９８５（昭和６０）年４月にＲＡ株式会社に入社（厚生年金加入)

し、６３歳に達する日まで厚生年金に加入して働く予定である。

青山 俊彦 夫

・ １９６３（昭和３８）年４月２８日生まれ（６０歳）

・ １９８６（昭和６１）年４月にＲＢ株式会社に入社（厚生年金加

入）し、２００３（平成１５年）年３月末日に退職後、自営業者と

なっている。

［春子さんの厚生年金加入歴等］

※春子さんに上記以外の公的年金加入歴はない。また、春子さんは障害の状態にないものとする。

１．１,１５１,３３９円

２．１,１５４,８７０円

３．１,２６１,４２１円

４．１,６５０,３２１円

▼

６０歳
▲

退職
▲

２００３年
（平成１５年）

４月

▼

被保険者期間

２１６月

平均標準報酬月額

３１万円

被保険者期間

２２９月

平均標準報酬額

５４万円

１９８５年
(昭和６０年)

４月

被保険者期間

３６月

平均標準報酬額

５４万円

入社
▲
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（問題３３） 
 

（設問Ｂ）（問題３２）の俊彦さんの公的年金加入歴等が以下の＜資料＞のとおりである場合、俊彦さ

んが６５歳時に受け取ることができる老齢給付の額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［俊彦さんの公的年金加入歴等］ 

 

［俊彦さんのデータ］ 

・ 国民年金第１号被保険者期間はすべて保険料を納付しており、付加保険料も納付していた。 

・ 国民年金任意加入被保険者期間については、全期間、保険料および付加保険料を納付するも

のとする。 

 

１．１,２５８,０３４円 

２．１,２９８,２３９円 

３．１,３１３,１１５円 

４．１,３１３,２３４円 

  

▼ 

▲ 

２００３年 
（平成１５年） 

４月 

 

入社 
▲ 

１９８６年 
(昭和６１年) 

４月 

▼ 

▲ 
退職 

厚生年金被保険者期間 

２０４月 

平均標準報酬月額 

３２万円 

国民年金第１号 

被保険者期間 

２４０月 

国民年金任意加入

被保険者期間 

３６月 

６０歳 
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（問題３４） 
 

（設問Ｃ）以下の＜資料＞に基づき、川野浩美さんが６５歳時に受け取ることができる老齢基礎年金の

額として、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［浩美さんのデータ］ 

・ １９５９（昭和３４）年４月１２日生まれ（６４歳） 

・ １９８９（平成元）年４月に結婚し専業主婦となったが、２００１（平成１３）年４月に離

婚した。 

・ 保険料免除期間について保険料は追納していない。 

 

［浩美さんの公的年金加入歴等］ 

 

［保険料免除期間の老齢基礎年金額への反映割合］ 

４分の１免除期間：免除月数×７／８ 

４分の３免除期間：免除月数×５／８ 

 

１．３８４,０３９円 

２．５６８,７６６円 

３．５７８,４８９円 

４．５９７,９３４円 

  

２０歳 
▲ 

１９７９年 

(昭和54年) 

４月 
▼ 

６０歳 
▲ 

１９７８年 

(昭和53年) 

４月 
▼ 

２００１年 

(平成13年) 

  ４月 
▼ 

保険料 
４分の３ 
免除期間 
４８月 

厚生年金 

被保険者 

１２月 

国民年金 

第１号被保険者 

保険料 
４分の１ 
免除期間 
７２月 

▼ 

１９８９年 

(平成元年) 

  ４月 
▼ 

２００９年 

(平成21年) 

 ４月 

厚生年金 

被保険者 

１２０月 

国民年金 

第３号被保険者 

１４４月 
保険料 
未納期間 
９６月 
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（問題３５） 
 

（設問Ｄ）会社員の桑原高明さんは、事故によって障害の状態となり、障害等級２級の認定を受け、現

在障害年金を受給している。以下の＜資料＞に基づき、高明さんが現在受給している障害基

礎年金と障害厚生年金の額の組み合わせとして、正しいものはどれか。 

 

＜資料＞ 
 

［高明さんのデータ］ 

・ １９７６（昭和５１）年８月１１日生まれ（４６歳） 

・ 妻（４５歳）、長女（２１歳）、二女（１９歳）および長男（１５歳）と同居しており、いず

れも高明さんに生計を維持されている。 

・ 妻、長女および長男は障害者ではないが、二女は１７歳から障害等級２級に該当する障害の

状態にある。 

 

［高明さんの厚生年金加入歴等］ 

 
 

［障害厚生年金（２級）の年金額の計算式］ 

報酬比例部分の年金額＝①＋② 

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分 

平均標準報酬月額 × 
 ７.１２５ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数
 

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分 

平均標準報酬額 × 
 ５.４８１ 

１０００
 × 

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数
 

※被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみなして計算する。 

 

［配偶者の加給年金額］ 

２２３,８００円 

 

［障害基礎年金（２級）の年金額］ 

７７７,８００円 

 

［障害基礎年金の子の加算額］ 

第１子、第２子 １人当たり ２２３,８００円 

第３子以降   １人当たり  ７４,６００円 

  

被保険者期間 ２２８月 

平均標準報酬額 ６０万円 

▼ 
２００３（平成１５）年４月 

被保険者期間 ４８月 

平均標準報酬月額 ２５万円 

 

 

入社 
▲ 

初診日 
▲ 

障害認定日 
▲ 
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１．障害基礎年金 １,００１,６００円  障害厚生年金 １,０５９,１０１円

２．障害基礎年金 １,００１,６００円  障害厚生年金 １,１３１,７３６円

３．障害基礎年金 １,２２５,４００円  障害厚生年金 １,０５９,１０１円

４．障害基礎年金 １,２２５,４００円  障害厚生年金 １,１３１,７３６円

（問題３６）

（設問Ｅ）障害年金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．障害厚生年金は、受給権者が６５歳以降においては、老齢基礎年金と併給することができる。

２．同一の支給事由により、国民年金および厚生年金の障害年金給付と労災保険の年金給付の支

給を同時に受けることができる場合、労災保険の年金給付が全額支給され、国民年金および

厚生年金の障害年金給付は所定の割合で減額される。

３．同一の支給事由により、障害厚生年金および健康保険の傷病手当金の支給を受けることがで

きる場合、障害厚生年金の額が傷病手当金の額よりも少ないときは、その差額に相当する傷

病手当金が支給される。

４．同一の支給事由により、障害厚生年金および労働基準法の規定による障害補償の支給を受け

ることができる場合、障害厚生年金は５年間支給が停止される。
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（問題３７）

（設問Ｆ）会社員の布施隆子さんは、２０２３年１月１２日に病気のため死亡した。以下の＜資料＞に

基づき、隆子さんが死亡した時点で夫の英明さんに支給される公的年金の遺族給付の額とし

て、正しいものはどれか。

＜資料＞

［布施さん家族のデータ］

氏名 続柄 備考

布施 英明
本人

（夫）

・ １９６７（昭和４２）年１２月５日生まれ（５５歳）

・ 高校卒業後の１８歳からＲＤ社に勤務（厚生年金加入）している。

・ 前年の年間収入は６５０万円である。

布施 隆子 妻

・ １９６７（昭和４２）年８月１４日生まれ（死亡当時５５歳）

・ 高校卒業後の１８歳から死亡するまでＲＤ社に勤務（厚生年金加

入）していた。

布施 英子 長女
・ １９９９（平成１１）年１月２２日生まれ（２４歳・会社員）

・ 前年の年間収入は３２０万円である。

布施 英俊 長男
・ ２００３（平成１５）年３月２日生まれ（２０歳・大学生）

・ アルバイトによる前年の年間収入は４８万円である。

布施 暁子 二女
・ ２００６（平成１８）年７月２０日生まれ（１６歳・高校生）

・ アルバイトによる前年の年間収入は１２万円である。

※布施さん家族は、いずれも障害の状態になく、同一世帯である。

［隆子さんの厚生年金加入歴等］

［遺族厚生年金額の計算式］

（①＋②）×３／４

① ２００３（平成１５）年３月以前の被保険者期間分

平均標準報酬月額 ×
７.１２５

１０００
×

２００３（平成１５）年３月以前の

被保険者期間の月数

② ２００３（平成１５）年４月以後の被保険者期間分

平均標準報酬額 ×
５.４８１

１０００
×

２００３（平成１５）年４月以後の

被保険者期間の月数

※短期要件に基づく遺族厚生年金の額は、被保険者期間が３００月未満の場合は、３００月とみ

なして計算する。

▼

死亡
▲

被保険者期間 ２０４月
平均標準報酬月額 ２４万円

１９８６年
（昭和６１年）

４月    

入社
▲

２００３年
（平成１５年）

４月
▼

被保険者期間 ２３７月
平均標準報酬額 ３８万円
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［中高齢寡婦加算の額］ ５８３,４００円

［遺族基礎年金の額］ ７７７,８００円

［子の加算額］ 第１子、第２子 １人当たり ２２３,８００円

        第３子以降   １人当たり  ７４,６００円

１．１,００１,６００円

２．１,６２０,２５９円

３．１,６３３,４４４円

４．１,８４４,０５９円
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（問題３８）

（設問Ｇ）個人事業主である細井良三さんは、２０２３年４月２５日に病気のため死亡した。以下の

＜資料＞に基づき、良三さんの死亡により妻の好美さんが受け取ることができる国民年金の

遺族給付に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

＜資料＞

［細井さん家族のデータ］

氏名 続柄 備考

細井 好美
本人

（妻）

・ １９６８（昭和４３）年３月１８日生まれ（５５歳）

・ １８歳から１０年間厚生年金に加入していたが、２８歳の時に良三さ

んと結婚してからは国民年金の第１号被保険者として、国民年金保

険料および付加保険料を継続して納付している。

細井 良三 夫

・ １９６６（昭和４１）年８月９日生まれ（死亡当時５６歳）

・ ２０歳から国民年金の第１号被保険者として、国民年金保険料および

付加保険料を継続して納付していた。

・ 厚生年金の加入歴はない。

・ 障害基礎年金の支給を受けたことはない。

細井 鈴花 長女

・ ２００１（平成１３）年５月３０日生まれ（２２歳・大学生）

・ ２０歳から国民年金の第１号被保険者となり、以後継続して学生納付

特例の適用を受けている。

※家族は全員生計を同じくしていた。

１．好美さんが寡婦年金を受給する場合の支給額は、良三さんが６５歳から受給できるはずだっ

た国民年金第１号被保険者期間に係る老齢基礎年金額および付加年金額に相当する額である。

２．好美さんが寡婦年金を受給する場合、好美さんが良三さんの父の養子になっても寡婦年金の

受給権は消滅せず、６５歳に達する日の属する月まで受給し続けることができる。

３．好美さんが寡婦年金を受給する場合、２０２３年５月から受給することができる。

４．良三さんの死亡当時、好美さんが収入要件を満たしていなければ、死亡一時金を受給するこ

とはできない。
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（問題３９）

（設問Ｈ）在職老齢年金制度に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．標準報酬月額が改定された場合、改定のあった月の翌月から在職老齢年金の支給停止額が改

定される。

２．加給年金額は、在職老齢年金による支給停止額を算定する基本月額の対象とならないが、基

本月額が全額支給停止となった場合、加給年金額も支給停止となる。

３．在職老齢年金の支給停止額は、６５歳未満と６５歳以上で計算方法が異なる。

４．適用事業所に勤務する７０歳以上の人は厚生年金の被保険者ではないため、在職老齢年金に

よる支給停止の対象とならない。

（問題４０）

（設問Ｉ）国民年金の学生納付特例制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．学生納付特例の所得要件は、親など世帯主の所得にかかわらず、学生本人のみの所得で判断

される。

２．学生納付特例の承認期間は毎年４月から翌年３月までであり、制度を継続して利用するには

年度ごとに申請する必要がある。

３．学生納付特例の対象の学生には、夜間、定時制、通信制課程の学生も含まれ、年齢の制限は

ない。

４．保険料を追納する場合、学生納付特例期間より前に全額免除期間があるときは、全額免除期

間分から先に追納しなければならない。
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問９

企業年金や退職金等に関する以下の設問Ａ～Ｅについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選ん

でください。

（問題４１）

（設問Ａ）確定給付企業年金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．老齢給付金の支給開始要件について、「加入者が６０歳に達した以降最初に到来する４月１

日を迎えたとき」と規約に定めることができる。

２．老齢給付金の支給要件として、「２０年を超える加入者期間」を規約に定めることはできな

い。

３．老齢給付金を受給する権利は、障害給付金の支給を受けた場合でも消滅しない。

４．障害給付金および遺族給付金は任意給付であり、規約に定めることにより支給することがで

きる。

（問題４２）

（設問Ｂ）確定拠出年金に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。なお、本設問においては、

企業型確定拠出年金を「企業型」、個人型確定拠出年金を「個人型」という。

１．国民年金の任意加入被保険者は、個人型に加入することができない。

２．企業型において、６５歳以上の厚生年金被保険者を加入者とすることはできない。

３．企業型の加入者でマッチング拠出を利用していない人は、個人型に加入することができる。

４．個人型に加入していた人は、最後に企業型の加入者または個人型の加入者の資格を喪失した

日から起算して３年以内であれば、所定の要件を満たすことで脱退一時金の支給を請求する

ことができる。

（問題４３）

（設問Ｃ）中小企業退職金共済制度に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、記載

のない事項については、要件を満たしているものとする。

１．新たに加入する事業主に対し、加入した月から１年間、掛金月額の２分の１（従業員ごとに上

限５,０００円）を国が助成する制度がある。

２．掛金月額が１８,０００円以下の従業員の掛金を増額する事業主に対し、増額した月から１

年間、増額分（過去の最高掛金月額と増額後の掛金月額の差額）の３分の１を国が助成する

制度がある。

３．被共済者が懲戒解雇された場合、退職金が減額されることがある。

４．退職金は原則として一時金で支払われるが、退職時の年齢が６０歳以上であるなど一定の要

件を満たす被共済者は、分割払いを選択することができる。
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（問題４４）

（設問Ｄ）中小法人の役員である北山さん（４４歳）は、老後資金確保のため、小規模企業共済制度へ

の加入を検討している。以下の＜資料＞に基づき、北山さんが７０歳で役員を退任した場合

に受け取ることができる基本共済金（以下「共済金」という）の額として、正しいものはど

れか。

＜資料＞

［北山さんの加入内容等］

・ ４５歳から７０歳になるまで２５年間加入

・ ７０歳で役員を退任し、共済金を一括で受け取る。

・ 掛金月額の推移 ４５歳加入時：１０,０００円

５５歳から ：３０,０００円（２０,０００円増額）

６０歳から ：６０,０００円（３０,０００円増額）

［共済金に関する事項］

共済金の額は、請求事由、掛金月額、掛金納付月数によって算定される。

共済金Ａ：法人役員については、法人が解散したとき

共済金Ｂ：法人役員については、疾病、負傷により退任したとき、６５歳以上で退任したとき、

死亡したとき、１８０月以上掛金を払い込んだ者が６５歳以上になったとき

［掛金１口（５００円）当たりの共済金の額］

掛金納付月数 共済金Ａ 共済金Ｂ

６０月 ３１,０７０円 ３０,７３０円

１２０月 ６４,５３０円 ６３,０４０円

１８０月 １００,５５０円 ９７,０２０円

２４０月 １３９,３２０円 １３２,９４０円

３００月 １８１,０１０円 １７０,７６０円

１．１０,６６９,４００円

２．１０,８９８,４００円

３．１１,０７８,４００円

４．１１,５１４,０００円
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（問題４５） 
 

（設問Ｅ）佐久間さんは、ＫＷ株式会社に勤務しており、そのほかに子会社であるＫＺ株式会社の取締

役となっている。佐久間さんは２０２３年中に定年退職を迎え、両社から同年中に退職一時

金が支給される予定である。以下の＜資料＞に基づく佐久間さんの２０２３年分の所得税に

係る退職所得の金額として、正しいものはどれか。なお、このほかに佐久間さんに退職所得

はない。 

 

＜資料＞ 

 

［佐久間さんが受け取る退職一時金の額］ 

ＫＷ社：１,３００万円 

ＫＺ社：１,０００万円 

 

※特定役員退職手当等または短期退職手当等に該当するものはない。 

※障害者になったことに基因する退職ではない。 

※退職所得に関する手続きについては適正に行われている。 

 

１．１４０万円 

２．２８０万円 

３．５０５万円 

４．５４０万円 

  

１９９７年１０月１日 

入社 
▼ ▼ 

ＫＷ社（２５年１１ヵ月） 

ＫＺ社（１９年２ヵ月） 

１８年１１ヵ月（重複期間） 

［佐久間さんの勤続期間等］ 

▲ 
２００４年１０月１日 

入社 

▲ 
２０２３年１１月３０日 

退職 

２０２３年８月３１日 

退職 
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問１０

中小法人の資金計画等に関する以下の設問Ａについて、答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題４６）

（設問Ａ）以下の＜ＴＤ社のキャッシュフロー計算書＞は＜ＴＤ社のデータ＞を反映して作成されてい

る。空欄（ア）にあてはまる数値として、正しいものはどれか。なお、問題作成の都合上、

一部を「＊＊＊」にしてある。

＜ＴＤ社のデータ＞

（単位：千円）

勘定科目 前期末残高 当期末残高

棚卸資産 ８００ １,０００

買掛金 １,０００ １,３００

※減価償却費として５０千円が計上される。

＜ＴＤ社のキャッシュフロー計算書＞

（自：２０２２年４月１日 至：２０２３年３月３１日）

（単位：千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー

税金等調整前当期純利益 ５００

減価償却費 ＊＊＊

売上債権の増減額 ４００

棚卸資産の増減額 ＊＊＊

仕入債務の増減額 ＊＊＊

小    計 ＊＊＊

利息および配当金の受領額 １０

利息の支払額 ▲３０

営業活動によるキャッシュフロー （ ア ）

（以下省略）

１． ７３０

２． ９３０

３．１,０３０

４．１,４３０
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問１１

ＣＦＰ認定者にとって、リタイアメントプランニングに関する情報に関心をもち、情報収集してお

くことは大切です。以下の設問Ａ～Ｄについて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

（問題４７）

（設問Ａ）落合和夫さんは公証役場に出向き、以下の＜条件＞に基づいて、公正証書遺言１通を作成す

る予定である。＜公正証書作成手数料の表＞に基づいて計算した手数料の合計額として、正

しいものはどれか。なお、公正証書の枚数による手数料の加算は考慮しないものとする。

＜条件＞

・ 和夫さんの相続人は、妻、長男および二男である。

・ 和夫さんの所有財産は下表のとおりであり、現金の合計額は１３,１５０万円である。

・ 宅地、建物の評価額および取得予定者は下表のとおりである。

・ 妻、長男および二男が取得する財産の相続税評価額が法定相続分と同じになるように現金を分

割する。

・ 祭祀主宰者は指定しない。

［遺産分割とその価額］

取得予定者 財産
固定資産税評価証明書を

基にした評価額
相続税評価額

妻
甲宅地上の建物 １,６００万円 １,６００万円

現金 － ＊＊＊＊万円

長男
甲宅地 ２,８５０万円 ３,１００万円

現金 － ＊＊＊＊万円

二男

乙宅地 ２,０００万円 ２,３００万円

乙宅地上の建物 １,０５０万円 １,０５０万円

現金 － ＊＊＊＊万円

合計 － ２１,２００万円

※問題作成の都合上、表の一部を「＊＊＊＊」にしてある。
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＜公正証書作成手数料の表＞

目的の価額 手数料

１００万円以下 ５,０００円

１００万円を超え２００万円以下 ７,０００円

２００万円を超え５００万円以下 １１,０００円

５００万円を超え１,０００万円以下 １７,０００円

１,０００万円を超え３,０００万円以下 ２３,０００円

３,０００万円を超え５,０００万円以下 ２９,０００円

５,０００万円を超え１億円以下 ４３,０００円

１億円を超え３億円以下
４３,０００円に超過額５,０００万円までご

とに１３,０００円を加算した額

３億円を超え１０億円以下
９５,０００円に超過額５,０００万円までご

とに１１,０００円を加算した額

１０億円を超える場合
２４９,０００円に超過額５,０００万円まで

ごとに８,０００円を加算した額

※宅地および建物に係る目的の価額は、固定資産税評価証明書を基にした評価額によるものとする。

※相続人ごとに目的の価額を算出してそれぞれの手数料を算定し、その合計額が公正証書作成手数料の

額となる。

※遺言加算：１通の公正証書遺言における目的の価額の合計額が１億円を超えないときは、１１,０００

円を加算する。

１．１１５,０００円

２．１２８,０００円

３．１４２,０００円

４．１５０,０００円

（問題４８）

（設問Ｂ）後見制度支援信託に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．後見制度支援信託は、未成年後見と法定後見における成年後見、保佐および補助において利

用することができるが、任意後見では利用することができない。

２．後見制度支援信託においては、金銭のほか、不動産も信託することができる。

３．信託契約締結後、信託財産から金銭を払い戻す場合、後見監督人が発行する指示書を信託銀

行等に提出しなければならない。

４．信託契約の締結に関与した専門職後見人に対する報酬額は、専門職後見人が行った職務内容

や本人の資産状況などの諸事情を考慮して家庭裁判所が決定する。
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（問題４９）

（設問Ｃ）介護保険法に基づく介護施設に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１．介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所対象者は、要介護１以上の介護認定を受け

ている人であるが、要支援２の人であっても特例的に入所することができる。

２．介護老人保健施設（老健）の入所対象者は、要介護１以上の介護認定を受けている人である。

３．介護医療院の入所対象者は、要支援１以上の介護認定を受けている人である。

４．認知症対応型共同生活介護施設（グループホーム）の入所対象者は、要支援１以上の介護認

定を受けている認知症の人である。

（問題５０）

（設問Ｄ）「高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）」に基づくサービス付き高齢者向

け住宅に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．入居者本人の要件は、６０歳以上の人または６０歳未満の要介護もしくは要支援の介護認定

を受けている人とされている。

２．各居住部分の床面積が原則として２５ｍ2以上であることが登録の基準とされている。

３．事業者は、入居者が長期入院した場合でも、入居者との合意がなければ賃貸契約の解約をす

ることはできない。

４．事業者は、状況把握（安否確認）サービスおよび生活相談サービスのほかに、食事や介護の

提供または家事や健康管理の供与をしなければならない。




